
中期目標・中期計画・各年度計画対照表

中 期 目 標 中 期 計 画 １３年度計画 １４年度計画 １５年度計画

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を

１．研修の実施方法、内容が適切で 達成するためとるべき措置事項 達成するためとるべき措置事項 達成するためとるべき措置事項 達成するためとるべき措置事項

あるか見直しを図ること。 １．研修事業の見直し １．研修事業の見直し １．研修事業の見直し １．研修事業の見直し

１）参加対象者が重複する研修の １）参加対象者が重複する研修の

統合を図る。 統合を図る。

エイズ教育中央研修会

薬物乱用防止教育中央研修会

↓

エイズ・薬物乱用防止教育研

修会に一本化

） 。２）地方開催の見直しと衛星研修 ２）地方開催の見直しと衛星研修 １）地方開催の見直しと衛星研修 １ 衛星研修の一層の活用を図る

の一層の活用を図る。 の一層の活用を図る。 の一層の活用を図る。 『 総合的な学習の時間」研修「

エイズ・薬物乱用防止教育研 各都道府県・指定都市で実施 講座』

修会 していた『教員情報リテラシー

衛生管理研修会 向上プロジェクト事業（研修推

保健室相談活動研修会 進講習会［校内リーダー養成研

上記の地方開催研修について衛 修 』を廃止し 『教育情報化］） 、

』 、星通信を活用する。 推進指導者養成研修 において

校内リーダー養成に関する内容

を加え、衛星通信を活用して実

施

３）隔年度開催の検討を進める。 ３）隔年度開催の検討を進める。

高等学校産業教育実習助手講

習〔水産〕

先端技術体験プログラム

〔水産〕

教員情報リテラシー向上プロ

ジェクト事業



４）研修カリキュラムの精選に努 ４）研修カリキュラムの精選に努 ２）研修カリキュラムの精選に努 ２）研修カリキュラムの精選に努

める。 める。 める。 める。

教育情報化推進指導者養成研 ・実施期間の見直し ・実施期間の見直し

『 』修 『教職員等中央研修講座（中 新産業技術等指導者養成講習

外国人児童生徒等日本語指導 堅職員 』）

講習会 ・実施回数の見直し

上記の研修について 実施回数 『総合学科等新科目実技指導、 、

実施期間を見直す。 講座』

・事業の廃止

『教員情報リテラシー向上プ

ロジェクト』

３）研修事業の廃止・縮減等を実

施する。

・派遣人数の見直し

『 （ ）』教職員派遣研修 短期派遣

・事業の廃止

『洋上研修』

２．効率的な研修を実施するため外 ２．外部機関との協力の拡大 ２．外部機関との協力の拡大 ２．外部機関との協力の拡大 ２．外部機関との協力の拡大

部機関との協力拡大を図ること。 １）都道府県等との協力を図る。 別紙のとおり 別紙のとおり 別紙１のとおり

２）研究機関、大学、専修学校と

の協力を図る。

） 。３ 教育研究団体との協力を図る

４）企業等との協力を図る。

３ 自己点検評価システムを確立し ３．自己点検評価システムの確立 ３．自己点検評価システムの確立 ３．自己点検評価システムの確立 ３．自己点検評価システムの確立． 、

自己評価を積極的に行うこと。 １）自己点検評価システムの確立 １）自己点検評価システムの確立 １）自己点検評価仮システムを外 １）自己点検評価の実施

のため、企業コンサルタントな のためにセンター内部に検討委 部人材等の活用を図りながら構

ど外部人材の活用を図る。 員会を設置する。 築する。

２）自己点検評価を実施する場合 ２）仮システムを活用し、試行的

は、教育関係者、受講者その他 に自己点検評価を実施。その際

外部からの意見を聴取する。 には、教育関係者等から意見を

聴取する。



３）受講者、都道府県、市町村等 ２）受講者、都道府県、市町村等 ３）受講者、都道府県、市町村等 ２）受講者、都道府県、市町村等

に対し、研修内容等のアンケー に対し、研修内容等のアンケー に対し、研修内容等のアンケー に対し、研修内容等のアンケー

ト調査を実施し、結果を分析す ト調査を実施し、結果を分析す ト調査を実施し、結果を分析す ト調査を実施し、結果を分析す

る。 る。 る。 る。

４．運営費交付金を充当して行う業 ４．国において実施されている行政 ４．国において実施されている行政 ４．国において実施されている行政 ４．国において実施されている行政

務については、国において実施さ コストの効率化を踏まえ、運営費 コストの効率化を踏まえ、運営費 コストの効率化を踏まえ、運営費 コストの効率化を踏まえ、運営費

れている行政コストの効率化を踏 交付金を充当して行う業務につい 交付金を充当して行う業務につい 交付金を充当して行う業務につい 交付金を充当して行う業務につい

まえ、業務の効率化を進め、中期 ては、業務の効率化を進め、中期 ては、業務の電算化を図る等、効 ては、業務の電算化を図る等、当 ては、業務の電算化を図る等、当

目標の期間中、毎事業年度につき 目標の期間中、毎事業年度につき 率化を図る。 該事業年度に行う新規事業、施設 該事業年度に行う新規事業、施設

１％の業務の効率化を図る。ただ １％の業務の効率化を図る。 整備を除き、１％の業務の効率化 整備を除き、１％の業務の効率化

し、新規に追加される業務、拡充 ただし 新規に追加される業務 を図る。 を図る。、 、

事業分等はその対象としない。 拡充業務分等はその対象としない ・ オンライン宿泊予約システム」。 「

の導入

５．外部に委託することにより、す ５．外部委託により事務の合理化に ５．外部委託により事務の合理化に ５．外部委託により事務の合理化に ５．外部委託により事務の合理化に

ぐれた成果を得ることが期待でき 努める。 努める。 努める。 努める。

る場合は、事業の外部委託の活用

、 。により 事務の合理化を図ること

６．事務・事業の見直しに対応した ６．研修事業及び事業量の変動に伴 ６．研修事業及び事業量の変動に伴 ６．研修事業及び事業量の変動に伴 ６．研修事業及び事業量の変動に伴

組織の見直しを図ること。 う人員の適正配置を実施する。 う人員の適正配置を実施する。 う人員の適正配置を実施する。 う人員の適正配置を実施する。

Ⅲ 国民に対して提供するサービスそ Ⅱ 国民に対して提供するサービスそ Ⅱ 国民に対して提供するサービスそ Ⅱ 国民に対して提供するサービスそ Ⅱ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する事項 の他の業務の質の向上に関する目標 の他の業務の質の向上に関する目標 の他の業務の質の向上に関する目標 の他の業務の質の向上に関する目標

１．校内・校外における研究、研修 を達成するためとるべき措置 を達成するためとるべき措置 を達成するためとるべき措置 を達成するためとるべき措置

等の活動において、中心的な役割 １．研修事業の実施 １．研修事業の実施 １．研修事業の実施 １．研修事業の実施

。を果たす者を養成し、全国的な教 別紙に掲げる研修を実施する。 別紙に掲げる研修を実施する。 別紙に掲げる研修を実施する。 別紙２に掲げる研修を実施する

育水準の維持向上を図ること。 ・新規事業

『 学習の評価」に関する研「

２．喫緊課題分野の研修について、 修』を実施

研修を受講した者の指導力を向上 ・事業の拡充

させ、全国的な教育水準の維持向 『新産業技術等指導者養成講

上を図ること。 習〔情報 〔福祉 』を実施〕、 〕）

『教職員派遣研修（英語担当

派遣〔２ヶ月 』を実施〕）



３．研修事業の参加者の毎年度平均 ２．研修の有効性に関するアンケー ２．研修の有効性に関するアンケー ２．研修の有効性に関するアンケー ２．研修の有効性に関するアンケー

で８５％以上から 有意義だった ト調査の実施 ト調査の実施 ト調査の実施 ト調査の実施「 」

「役に立ったとの評価が得られる 受講者、都道府県、市町村等に 受講者、都道府県、市町村等に 受講者、都道府県、市町村等に 受講者、都道府県、市町村等に

よう研修内容等の充実を図ること 対し、研修内容等のアンケート調 対し、研修内容等のアンケート調 対し、研修内容等のアンケート調 対し、研修内容等のアンケート調

（任意抽出調査 。 査を実施し、結果を分析する。 査を実施し、結果を分析する。 査を実施し、結果を分析する。 査を実施し、結果を分析する。）

※Ⅰ３．３）と重複 ※Ⅰ３．２）と重複 ※Ⅰ３．３）と重複 ※Ⅰ３．２）と重複

４．教職員を派遣した学校の設置者

、等に対しアンケート評価を依頼し

その結果を分析して、研修内容等

の充実を図ること。

５．研修事業の参加者が研修で修得 ３．研修事業に参加した者に対し、 ３．研修の内容の活用等 ３．研修の内容の活用等

、 、 ） 、 ） 、した内容を職務遂行上で効果的に 一定期間後 受講した研修内容が １ 研修事業に参加した者に対し １ 研修事業に参加した者に対し

活用できたかを把握し、研修内容 職務上効果的に活用されたかを調 一定期間後、受講した研修内容 一定期間後、受講した研修内容

の充実を図ること。 査し、その結果を分析して、研修 が、職務上効果的に活用された が、職務上効果的に活用された

また、研修受講者及びその派遣 内容等の充実を図るとともに、当 かを調査し、その結果を分析し かを調査し、その結果を分析し

校の設置者等に、学校内外への研 該教職員及び教職員を派遣した学 て、研修内容等の充実を図る。 て、研修内容等の充実を図る。

修内容の積極的な還元を図るよう 校の設置者等に対し、学校内外へ

依頼し、その状況について把握し の研修内容の積極的な還元を図る ２）当該教職員及び教職員を派遣 ２）当該教職員及び教職員を派遣

て研修内容の充実を図ること。 よう依頼するとともに、その状況 した学校の設置者等に対し、学 した学校の設置者等に対し、学

について任意抽出調査を実施する 校内外への研修内容の積極的な 校内外への研修内容の積極的な。

また、研修内容の積極的な還元 還元を図るよう依頼する。 還元を図るよう依頼する。

が図られるよう、特色ある還元方

法の実例などを紹介する。 ３）還元の状況について任意抽出 ３）還元の状況について任意抽出

※Ⅰ３．３）と重複 調査を実施する。 調査を実施する。

４）研修内容の積極的な還元が図 ※Ⅰ３．２）と重複

られるよう、特色ある還元方法

の実例などを紹介する。

※Ⅰ３．３）と重複

６．受講生に対する快適な研修施設 ４．研修受講者に対する研修環境の ３．研修受講者に対する研修環境の ４．研修受講者に対する研修環境の ４．研修受講者に対する研修環境の

の整備を進めることとし、特に障 向上のため必要な業務 向上のため必要な業務 向上のため必要な業務 向上のため必要な業務

害者に対して配慮した施設に努め １）受講者のニーズを把握するな １）受講者のニーズを把握するな １）受講者のニーズを把握するな １）受講者のニーズを把握するな

ること。 どし、研修カリキュラムの見直 どし、研修カリキュラムの見直 どし、研修カリキュラムの見直 どし、研修カリキュラムの見直

しを図る。 しを図る。 しを図る。 しを図る。



２）講師の精選を実施するととも ２）講師の精選を実施するととも ２）講師の精選を実施するととも ２）講師の精選を実施するととも

に、講師に対し、依頼する講義 に、講師に対し、依頼する講義 に、講師に対し、依頼する講義 に、講師に対し、依頼する講義

内容のポイントを明確に示す。 内容のポイントを明確に示す。 内容のポイントを文書等で明確 内容のポイントを文書等で明確

に示す。 に示す。

３）研修教材などソフト面の質的 ３）研修教材などソフト面の質的 ３）研修教材などソフト面の質的 ３）研修教材などソフト面の質的

向上を図る。 向上を図る。 向上を図る。 向上を図る。

４）危機管理体制を確立する。 ４）危機管理体制を確立する。 ４）危機管理体制を確立する。 ４）危機管理体制を確立する。

５）職員研修を実施する。 ５）職員研修を実施する。 ５）職員研修を実施する。 ５）職員研修を実施する。

・接遇研修

６）受講者に対する健康、安全体 ６）受講者に対する健康、安全体 ６）受講者に対する健康、安全体 ６）受講者に対する健康、安全体

制の確立と施設整備の更新を図 制の確立と施設整備の更新を図 制の確立と施設整備の更新を図 制の確立と施設整備の更新を図

る。 る。 る。 る。

７．各都道府県等において実施され ５．都道府県等の研修事業に対する ４．都道府県等の研修事業に対する ５．都道府県等の研修事業に対する ５．都道府県等の研修事業に対する

る学校教育関係職員に対する研修 指導・助言・援助の実施 指導・助言・援助の実施 指導・助言・援助の実施 指導・助言・援助の実施

が適切に行われ、全国的な教育水 １）研修の手引き、事例集等を刊 １）研修の手引き、事例集等を刊 １）研修の手引き等を刊行する。

準の維持向上、様々な課題に対す 行する。 行する。 ・総合的な学習の時間（高等学

る全国的な共通理解を図るために 校版）、

センターが有する様々な情報等を

、 、基にした情報提供等の指導 助言

。援助を都道府県等に対し行うこと

２）研修講師を紹介する。 １）研修講師を紹介する。 ２）研修講師を紹介する。 ２）研修講師を紹介する。



３）研修に関する各種情報を提供 ２）研修に関する各種情報を提供 ３）研修に関する各種情報を提供 ３）研修に関する各種情報を提供

する。 する。 する。 する。

・ 学習の評価」に関する研修「

を収録した映像をインターネ

ット上で公開する。

・ 教職員等中央研修講座」の「

講義を収録した映像と講義概

要等の文字情報を、インター

ネット上で公開する。

４）その他都道府県等が実施する ３）その他都道府県等が実施する ４）その他都道府県等が実施する ４）その他都道府県等が実施する

研修の協力を行う。 研修の協力を行う。 研修の協力を行う。 研修の協力を行う。

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、 Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、 Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、 Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、。） 。） 。） 。）

運営費交付金を充当して行う事業 収支計画及び資金計画 収支計画及び資金計画 収支計画及び資金計画 収支計画及び資金計画

については 「Ⅱ業務運営の効率化 １．予算 １．予算 １．予算 １．予算、

に関する事項」で定めた事項につい 別紙 別紙 別紙 別紙３

、て配慮した中期計画の予算を作成し

当該予算による運営を行う。 ２．収支計画 ２．収支計画 ２．収支計画 ２．収支計画

１．管理業務の見直しによりコスト 別紙 別紙 別紙 別紙４

削減を図ること。

２．施設の稼働率の維持向上等を図 ３．資金計画 ３．資金計画 ３．資金計画 ３．資金計画

ること。 別紙 別紙 別紙 別紙５

３．防犯・防火面などから施設・設

備の管理を徹底すること。

Ⅳ 短期借入金の限度額 Ⅳ 短期借入金の限度額 Ⅳ 短期借入金の限度額 Ⅳ 短期借入金の限度額

１．短期借入金の限度額 ４億円 １．短期借入金の限度額 ４億円 １．短期借入金の限度額 ４億円 １．短期借入金の限度額 ４億円

２．短期借入が想定される事態とし ２．短期借入が想定される事態とし ２．短期借入が想定される事態とし ２．短期借入が想定される事態とし

ては、運営費交付金の受入れに遅 ては、運営費交付金の受入れに遅 ては、運営費交付金の受入れに遅 ては、運営費交付金の受入れに遅

延が生じた場合である。なお、想 延が生じた場合である。なお、想 延が生じた場合である。なお、想 延が生じた場合である。なお、想

定されていない退職手当の支出な 定されていない退職手当の支出な 定されていない退職手当の支出な 定されていない退職手当の支出な

どにより緊急に必要となる経費と どにより緊急に必要となる経費と どにより緊急に必要となる経費と どにより緊急に必要となる経費と

して借入することも想定される。 して借入することも想定される。 して借入することも想定される。 して借入することも想定される。



Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供しようとするときは、その計画

なし。

Ⅵ 剰余金の使途 Ⅴ 剰余金の使途 Ⅴ 剰余金の使途 Ⅴ 剰余金の使途

・センターの決算において剰余金が ・センターの決算において剰余金が ・センターの決算において剰余金が ・センターの決算において剰余金が

発生したときは、研修事業の追加実 発生したときは、研修事業の追加実 発生したときは、研修事業の追加実 発生したときは、研修事業の追加実

施及び充実等に充てる。 施及び充実等に充てる。 施及び充実等に充てる。 施及び充実等に充てる。

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 Ⅶ その他主務省令で定める業務運営 Ⅵ その他主務省令で定める業務運営 Ⅵ その他主務省令で定める業務運営 Ⅵ その他主務省令で定める業務運営

施設・設備について、長期的視点 に関する事項 に関する事項 に関する事項 に関する事項

に立った計画的整備を推進すること １．施設・設備の関する計画 １．施設・設備の関する計画 １．施設・設備の関する計画 １．施設・設備に関する計画。

別紙 別紙 別紙 ・借用部分の本部用地を購入する

「１７４百万円 。」

・平成１４年度補正予算で認めら

れた新研修棟（仮称）を増設す

る「５１２百万円 。」

・研修生への安全面及び車椅子使

用者等への利便を図るため、研

修生第一・第二宿泊棟のエレベ

ータを更新する「１０７百万

円 。」

２．人事に関する計画 ２．人事に関する計画 ２．人事に関する計画 ２．人事に関する計画

・方針 ・方針 ・方針 ・方針

研修事業の業務に対応した人 研修事業の業務に対応した人 研修事業の業務に対応した人 研修事業の業務に対応した人

員の適正配置 員の適正配置 員の適正配置 員の適正配置

・研修事業及び事業量の変動に ・研修事業及び事業量の変動に ・研修事業及び事業量の変動に ・研修事業及び事業量の変動に

伴う人員の適正配置による人 伴う人員の適正配置による人 伴う人員の適正配置による人 伴う人員の適正配置による人

員の抑制 員の抑制 員の抑制 員の抑制

・都道府県職員などの雇用 ・都道府県職員などの雇用 ・都道府県職員などの雇用 ・都道府県職員などの雇用

・人員に係る指標 ・人員に係る指標 ・人員に係る指標 ・人員に係る指標

常勤職員については、その職 常勤職員については、その職 常勤職員については、その職 常勤職員については、その職

員数の抑制を図る。 員数の抑制を図る。 員数の抑制を図る。 員数の抑制を図る。

（参考１） （参考１）

・期初の常勤職員数 ５３人 ・期初の常勤職員数 ５３人

・期末の常勤職員数の見込み ・期末の常勤職員数の見込み

５３人 ５３人



（参考２） （参考２）

・中期目標期間中の人件費総額 ・年度計画中の人件費総額

見込み １，３０８百万円 見込み ４３６百万円

但し、上記の額は、役員報酬 但し、上記の額は、役員報酬

、 、 、 、並びに職員基本給 職員諸手当 並びに職員基本給 職員諸手当

超過勤務手当、休職者給与及び 超過勤務手当、休職者給与及び

国際機関派遣職員給与に相当す 国際機関派遣職員給与に相当す

る範囲の費用である。 る範囲の費用である。


